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第4期科学技術基本計画（抄） ①

Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応

２．重要課題達成のための施策の推進

（５）科学技術の共通基盤の充実、強化

我が国及び世界が直面する様々な課題への対応に向けて、科学技術に関する研究開発を効果的、
効率的に推進していくためには、複数の領域に横断的に用いられる科学技術の研究開発を推進する
必要がある。また、広範かつ多様な研究開発に活用される共通的、基盤的な施設や設備について、より
一層の充実、強化を図るとともに、相互のネットワーク化を促進していく必要がある。このため、国として、
具体的には以下に掲げる重要課題を設定し、これらに対応した研究開発等の関連施策を重点的に推
進する。
ⅰ）領域横断的な科学技術の強化

先端計測及び解析技術等の発展につながるナノテクノロジーや光・量子科学技術、シミュレーションやｅ－サイエンス等の高度情
報通信技術、数理科学、システム科学技術など、複数領域に横断的に活用することが可能な科学技術や融合領域の科学技術に関
する研究開発を推進する。

ⅱ）共通的、基盤的な施設及び設備の高度化、ネットワーク化

科学技術に関する広範な研究開発領域や、産学官の多様な研究機関に用いられる共通的、基盤的な施設及び設備に関して、
その有効利用、活用を促進するとともに、これらに係る技術の高度化を促進するための研究開発を推進する。

また、これらの施設及び設備の相互のネットワーク化を促進し、利便性、相互補完性、緊急時対応等を向上するための取組を進め
る。
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Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化

４．国際水準の研究環境及び基盤の形成

（１）大学及び公的研究機関における研究開発環境の整備

② 先端研究施設及び設備の整備、共用促進

整備や運用に多額の経費を要し、科学技術の広範な分野で共用に供することが適切な先端研究施
設及び設備については、これまで公的研究機関が中心となって整備や運用を進めてきた。このような
最先端の研究施設及び設備は、優れた研究開発成果の創出や人材養成において極めて重要である
が、公的研究機関に対する財政支援が減少傾向にある中、その維持管理の在り方が問題となっている。
このため、公的研究機関等が施設及び設備の整備や運用、幅広い共用促進を行うことができるよう取
組を進める。

（２）知的基盤の整備

研究開発活動を効果的、効率的に推進していくためには、研究成果や研究用材料等の知的資産を
体系化し、幅広く研究者の利用に供することができるよう、知的基盤を整備していく必要がある。研究
用材料、計量標準、計測・評価方法等の整備はこれまでも順調に進捗しており、今後は、多様な利用
者ニーズに応えるため、質の充実の観点も踏まえつつ、知的基盤の整備を促進する。

第4期科学技術基本計画（抄） ②
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実施計画の認可、業務規程の認可、改善命令実施計画の認可

（共用）

先端的な研究施設の開発にポテンシャルを有する研究機関が施設の開
発等を実施。

◇利用者選定業務
（外部専門家の意見を聞きつつ、研究等を行う者の選定 等）

◇利用支援業務 （情報の提供、相談等の援助）

連携

公平かつ効率的な共用を行うため、施設利用研究に専門的な知見を
有する、開発主体とは別の機関が利用促進業務を実施。

特定先端大型研究施設
世界最高レベルの性能を有し、広範な分野における多様な研究等に活用されることによりその価値が最
大限に発揮される大規模な研究施設

特定高速電子計算機施設
（スーパーコンピュータ「京」）

特定放射光施設
（SPring-8・SACLA）

独立行政法人 民 間

利用者（民間、大学、独立行政法人、基礎研究から産業利用まで幅広い利用）

大 学

利用者の
ニーズ

広範な分野の研究者の活用

利用の応募

公正な課題選定
情報提供、研究相談、
技術指導等

理化学研究所

◇次世代ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀの開発、特定高速電子
計算機施設の建設・維持管理 等

◇SPring-8・SACLAの共用施設の建設・維持管理 等

◇特定中性子線施設の共用施設の建設・維持管理 等

日本原子力研究開発機構

特定中性子線施設
（J-PARC中性子線施設）

先端大型研究施設の整備と、広く民間企業も含めて研究者等の利用に提供するとともに、充実した
支援体制を構築するための法律

国（文部科学省） 共用の促進に関する基本的な方針の策定

登録機関 外部専門家

特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（概要）
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「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」に基づく資金の流れ

◆利用促進業務
（登録機関として行う業務）

登録施設利用促進機関

共用施設の整備、
運転・維持管理
（特定先端大型研究施設運営費等補助金）
（特定先端大型研究施設整備費補助金）

◆特定先端大型研究
施設の共用

◆特定先端大型研究
施設を用いた研究

研究機関研究機関（施設設置者：理研･（施設設置者：理研･JAEAJAEA））

研究所が行う研究
施設整備
（運営費交付金等の内数）

国（政府）国（政府）

SPring-8

SACLA

Ｊ－ＰＡＲＣ

特定放射光施設 特定中性子線施設

※この他、特定高速電子計算機施設（スパコン）あり

共用法に基づく
補助金・交付金

施設の利用促進に必要な業務
（課題選定、技術支援等）
（特定先端大型研究施設利用促進交付金）

【参考】
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○世界最高レベルのビーム強度を有する複合陽子加速器施設により多彩
な二次粒子を用いた新しい研究手段を提供し、物質科学、生命科学、原
子核・素粒子物理学など、基礎科学から産業応用までの幅広い研究開発
を推進する複合施設。

○このうち特定中性子線施設を、共用促進法に基づき、産学官の多様な分
野の研究者へ広く共用。

○中性子線共用施設の設置・運営維持管理はJAEA及びKEKが、利用者支
援は登録施設利用促進機関（CROSS）が実施

○中性子線共用施設の共用開始：平成23年度 （施設運用開始は平成20年度)

○中性子線共用施設の運用経費：約85億円／年（4,000時間運転の場合）

○共用促進法の枠組みの下の共用BLとは別に、JAEA、KEK、茨城県等が、
自らの研究開発を進めるために専用のBLを設置し、自ら運用している。
（JAEA、KEKの設置者BLは大部分を外部開放）
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うち民間企業

大強度陽子加速器施設「J-PARC」の概要

共用 専用 JAEA KEK 合 計

稼働中 ５本 ３本 ４本 ４本 １６本

建設・調整中 １本 １本 1本 ３本

合 計 ６本 ４本 ４本 ５本 １９本

○年間運転時間：約４，０００時間（ユーザータイムのみ）

○年間利用者数：約５００課題／のべ約８，０００人日 （H24年度見込み)

【中性子ビームライン設置数及び稼働時間等】

J-PARC(茨城県東海村)

物質・生命科学
実験施設（JAEA）

50 GeVシンクロトロン（KEK) 

ニュートリノ
実験施設
（KEK)

原子核・素粒子
実験施設（KEK）

リニアック （JAEA）

3GeVシンクロトロン （JAEA）

ユーザー数の推移

ユ
ー

ザ
ー

数
(人

日
)

H20 H21 H22 H23
(1月まで)

H24
(推定)

年度

震災で
一時停止
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大型放射光施設「SPring-8」の概要

○世界最高水準の大型放射光施設として、共用促進法に基づき、産学官の
多様な分野の研究者へ広く共用。

○理化学研究所が設置・運転維持管理、登録施設利用促進機関（JASRI）
が課題選定及び利用者支援を実施。

○供用開始：平成９年１０月

○共用施設の運用経費：約８７億円／年（５，０００時間運転の場合）

※但し、SACLA分の利用促進交付金を含む

○共用促進法の枠組みの下の共用BLとは別に、理化学研究所や他研究機
関、民間企業が、自らの研究開発を進めるために専用のBLを設置し、自
ら運用している。（各機関の裁量の範囲内で、外部開放も可能）

共用 専用 理研 加速器診断 合 計

稼働中 ２６本 １８本 ８本 ２本 ５４本

建設・調整中 ２本 １本 ３本

合 計 ２６本 ２０本 ９本 ２本 ５７本

兵庫県

播磨科学
公園都市

○年間運転時間：約５，０００時間（ユーザータイム：約４，０００時間）

○年間利用者数：約１，５００課題／のべ約１０，０００人（共用BLのみ）

SPring-8の利用者数

【設置ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ及び稼働時間等】
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X線自由電子レーザー施設「SACLA」の概要

○従来の10億倍を上回る高輝度のＸ線レーザーを発振し、原子レベルの超微細
構造、化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析できる世界最高性能
の研究基盤施設として、グリーンイノベーションやライフイノベーションといった
成長戦略分野をはじめとする様々な分野への貢献に期待。

○国家基幹技術として平成18年度より整備を開始。

○供用開始：平成２４年3月

○理化学研究所が設置・運転維持管理、登録施設利用促進機関（JASRI）が課
題選定及び利用者支援を実施。

○共用施設の運用経費：約６２億円／年（７，０００時間運転の場合）

※但し、SPring-8分の利用促進交付金を含む

○利用研究環境の整備（スパコン京等との連携）：約３億円（２４年度）

○SACLA重点戦略課題の実施による先導的な成果創出：１０億円（２４年度）

X線自由電子レーザー施設

アンジュレータ

②光源棟（232.5m） ③実験研究棟（56m）

④電子ビーム輸送系トンネル

SPring-8入射器へ

①加速器棟（415m）

703.5m

⑤XFEL-SPring-8
相互利用実験施設

(軟X線、広帯域)

加速器 （硬X線）

SPring-8
からの放射光
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ＨＰＣＩ（革新的ﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ・ｲﾝﾌﾗ）

「京」を中核とする国内のｽﾊﾟｺﾝやｽﾄﾚｰｼﾞを高速ﾈｯﾄﾜｰｸでつなぎ

ﾕｰｻﾞｰ窓口の一元化などにより、利便性の高い利用環境を構築。
・９大学の情報基盤センターが参画し、計算資源を提供。
・理研、東大を始めとした各機関において、

運用体制の構築が進んでいる。
・平成24年9月末に共用開始予定。

（１）イノベーションの創出や、国民の安全・安心の確保につながる最先端の研究基盤として、スーパーコンピュータ「京」を中核
とし、多様なユーザーニーズに応える革新的な計算環境を実現するHPCI（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・

インフラ）を構築するとともに、この利用を推進し、成果創出と社会への還元を図る。

（２）継続的にスーパーコンピュータを開発していくための技術力を維持・強化する。

「京」の概要（研究開発目標及び開発状況等）

◆平成23年3月末に一部稼働、平成23年11月に性能目標の
LINPACK10ペタフロップス達成。

◆ 平成23年6月、11月と連続で世界スパコン性能ランキング
(TOP500)において1位を獲得。

◆平成24年6月システム完成。今後、平成24年9月末に共用

開始予定。

スーパーコンピュータ「京」
提供：理化学研究所

「京」設置建屋
（兵庫県神戸市 ポートアイランド）

スーパーコンピュータ「京」及び革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（HPCI）の概要

幅広いユーザ（大学・独法・企業等）

東北大

筑波大

北大

京大
阪大

「京」

九大

シングルサインオン
一つのアカウント
で全ての計算資源

が利用可能

シングルサインオン
一つのアカウント
で全ての計算資源

が利用可能

東工大

名大

共用ストレージ

アクセスポイント

共用ストレージ

アクセスポイント

東大

理研
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（平成二十年六月十一日法律第六十三号）

研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び
研究開発等の効率的推進等に関する法律（＝研究開発力強化法）（抄）

第五章 第一節 研究開発施設等の共用の促進等

（研究開発施設等の共用及び知的基盤の供用の促進）

第三十五条

一．国は、研究開発に係る施設及び設備（以下この条において「研究開発施設等」とい
う。） の共用並びに研究材料、計量の標準、科学技術に関する情報その他の研究

開発の推進のための知的基盤をなすもの（以下この条において「知的基盤」とい
う。）の供用の促進を図るため、国、研究開発法人及び国立大学法人等が保有する
研究開発施設等及び知的基盤のうち研究者の利用に供するものについて、研究者
等が当該研究開発施設等及び知的基盤を利用するために必要な情報の提供その
他の当該研究開発施設等及び知的基盤を広く研究者等の利用に供するために必
要な施策を講ずるものとする。

二．研究開発法人及び国立大学法人等は、その保有する研究開発施設等及び知的基
盤のうち研究者等の利用に供するものについて、可能な限り、広く研究者等の利用
に供するよう努めるものとする。
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外部利用に供する（共用）にふさわしい先端的な研究施設について、共用に必要となる経費（運転経費、技術指導研究員の配
置等）を補助。

各機関は、利用相談や技術支援等の必要な利用者支援体制を整備し、産学官の多様な分野の研究者へ施設共用を実施。

我が国の先端研究基盤全体を俯瞰した上で、毎年度、メリハリのある支援を実施。

外部利用への開放

○以下の経費を補助 （実負担額のみ）

・外部利用に必要な運転・維持管理等
・情報提供・利用相談
・課題選定委員会による課題選定
・技術支援・技術指導 等

○３年毎に評価を実施し、補助継続の可否を判定

施策の効果

実績

施設利用のサポート

潜在的な利用ニーズの掘り起こし

利

用

者

補助金

実施体制

施設情報提供・利用相談

公平な利用課題選定

文部科学省

利用申請

技術支援・技術指導

状況報告

補助金による外部利用体制の整備

・豊富な研究基盤の活用による研究開発の加速
・高度な研究基盤を活用した新事業の開拓

・広範な研究者にとっての研究基盤の強化・高度化
・他分野との研究による異分野連携

産業利用

大学等の利用

機関内部の利用

対象機関の先端研究施設の利用

課金制度の設定 利用料金

※外部利用を図ることにより、緊急時のバックアップ研究施設としての機能も強化

施
設
設
置
者
（
大
学
等
）

先端研究施設共用促進事業

※取組状況に応じて、支援金額
のメリハリ付けを実施

利用課題の拡大 有償利用の拡大

海洋研究開発機構（ＥＳ）

［成果例①］

北海道大学（同位体顕微鏡）

［成果例②］
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1.9

11.1
12.1

11.1

18.718.5

0
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16
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20

平成21年度 平成22年度 平成23年度

有償利用 全体
（37施設） （40施設） （30施設）

課題実施件数（1施設当たり）

再生した骨新しい骨

古い骨

ゴム中の粒子ネットワーク
構造のモデルを構築。高性
能タイヤの開発に貢献。

骨のCa代謝と再石灰化のイ

メージングが可能に。治療薬や
サプリメント開発の評価手法と
して有用。



11

大阪府

兵庫県

兵庫県立大学
高度産業科学技術研究所

ニュースバル放射光施設

大阪大学
レーザーエネルギー学研究センター

激光ⅩⅡ号をはじめとする高強度レーザー装置群

大阪大学
蛋白質研究所

NMR装置群

徳島大学
疾患酵素学研究センター

プロテオミクスファシリティ

徳島県

佐賀県

広島県

京都府

滋賀県

愛知県

神奈川県

東京都

千葉県

茨城県

高エネルギー加速器研究機構
物質構造科学研究所

放射光科学研究施設

日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

研究用原子炉JRR-3

筑波大学
研究基盤総合センター 応用加速器部門

マルチタンデム静電加速器システム

東京理科大学
総合研究機構 赤外自由電子レーザー研究センター

赤外自由電子レーザー

東京工業大学
学術国際情報センター

クラウド型グリーンスパコンTSUBAME2.0

慶應義塾
慶應医科学開放型研究所

ﾏｲｸﾛｱﾚｲ,各種ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ装置,疾患ﾓﾃﾞﾙﾏｳｽ

横浜市立大学
大学院生命ﾅﾉｼｽﾃﾑ科学研究科 生体超分子ｼｽﾃﾑ科学専攻

NMR装置

理化学研究所
横浜研究所 生命分子システム基盤研究領域

NMR立体構造解析ﾊﾟｲﾌﾞﾗｲﾝ･NMR基盤施設

海洋研究開発機構
地球シミュレータセンター

地球シミュレータ

名古屋大学
エコトピア科学研究所

超高圧電子顕微鏡施設

名古屋工業大学
大型設備基盤センター

表面分析装置

立命館大学
SRセンター

放射光利用実験装置

京都大学
防災研究所

分散並列型強震応答実験装置

京都大学
エネルギー理工学研究所

複合ﾋﾞｰﾑ材料照射装置及びﾏﾙﾁｽｹｰﾙ材料評価基盤設備

北海道

北海道大学
創成研究機構オープンファシリティ

同位体顕微鏡システム

室蘭工業大学
環境･エネルギーシステム材料研究開発機構

複合環境効果評価施設（FEEMA)

北海道大学
創成研究機構 スピンイメージング支援室

スピン偏極走査電子顕微鏡

信州大学
カーボン科学研究所

ナノカーボン･デバイス試作・評価装置群

佐賀県地域産業支援センター
九州シンクロトロン光研究センター

放射光光源及びビームライン設備

九州大学
九州大学クリーン実験ステーション

走査型プローブ顕微鏡（SMM,AFM,KFM等）

広島大学
自然科学研究支援開発センター

生命科学分析システム

長野県

群馬県

日本原子力研究開発機構
高崎量子応用研究所

イオン照射研究施設等（TIARA等）

東北大学
流体科学研究所

低乱熱伝導風洞装置

東北大学
未来科学技術共同研究センター

先端的経年損傷計測･評価と破壊制御システム

宮城県

先端研究施設共用促進事業の実施機関（平成24年4月時点 全28機関）
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ナノテクノロジーネットワーク
～ナノテクノロジー・材料科学技術の戦略的研究開発・基盤整備～

１．概要
我が国のナノテクノロジー・材料研究を振興するための研究インフラの整備や強化を行う。全国の１３拠点（２６機関）の大学や独立行政法

人等が所有し、他の機関では整備が困難な最先端のナノテクノロジー研究設備の共用機能の構築支援とネットワーク化を実施することで、
若手をはじめ産学官の研究者に最先端設備の利用機会を提供し、研究開発の活性化や分野横断的な活動を推進する。

産学官の先端
研究ニーズ

共用促進共用促進

○イノベーションにつな
がる研究成果の創出

○世界トップレベルの研
究開発能力の維持

独法・大学等が有する
先端研究施設

新しい研究システムの構築

○先端研究施設の最大限活用
○産学官の知識・技術の融合
○横断的・効率的な研究促進

２．ナノテクノロジー・ネットワークにおける取組み

装置の共用部分の確保、技術支援および総合案内体制の整備
利用者の交流・成果発信

若手研究者などへの最先端設備の利用機会の提供と、共同利用の高度化のための拠点間・ユーザー間の検討・情報交換の場作りを
通じた研究協力の促進。

超高圧電子顕微鏡（１２億円）

共用設備の例

加速電圧1000kVの超高圧電子顕微鏡。通常の
TEMよりも厚い試料の観察を行うことが可能。試
料ホルダーの使用により、その場観察も可能。

電子線描画装置（１．５億円）

電子銃から発せられた電子
線を長時間安定して照射す
ることが可能。数nmレベルの
超微細パターンを高精度で
描画することが可能。 線幅100nmの

ラインパターン

拠点間・ユーザー間の検討・情報交換の場

支援業務に関わる意
見交換・情報共有

グループ共通の問題
点整理

ナノテクノロジー・
ネットワークにおける
研究成果の発表

○ナノ・計測分析
○超微細加工
○分子・物質合成
○極限環境

ナノテク総合シンポジウム（年１回） など

機能別グループ会議（各グループ年１，２回）




